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を克明に跡づけた Ghai and McAuslan（1970），独立後10年で権威主義体制の
整備が憲法改正を中心として急速に行われたことを指摘した Okoth-Ogendo 
（1972）を嚆矢とし，初代大統領の政権（1963～1978年）を取り扱った Jack-
son and Rosberg （1982）は早くも「適法性というものがとくに強調されるの
がケニアの特徴」であり，たとえば「頻繁な憲法改正と関連法こそが，ケニ











































リカ人民主同盟（Kenya African Democratic Union: KADU），土地の無償分配や
社会主義圏との同盟を主張して KANU から分裂して設立されたケニア人民
同盟（Kenya Peoples Union: KPU）など有力な野党が存在していたほか，政党
の公認を得ない無所属の議員も合法的に存在していた。ただし1960年代のう
ちに KADU は自主解散して全議員が KANU に移籍し，一方 KPU は弾圧さ
れ最後は非合法化により姿を消した。
　この KPU 弾圧のために制定された一連の法制度が，ケニアにおける離党




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































による空席の宣言は歴代国会議長が行ってきた（Ghai and MacAuslan 1970, 
320-321）。
　KADU の解散と KPU の非合法化により1960年代に事実上の KANU 一党制
となったケニアは，その後1982年の憲法改正により法律上も KANU 一党制
となり，1991年の一党制放棄までは「政党国家」（Widner 1992）と名付けら





を放棄したモイ（Daniel arap Moi）第 2 代大統領の政権下では，（1）複数政党
制の回復，（2）大統領の 3 選禁止，そして（3）大統領選挙での当選要件に，
得票数 1 位であることとあわせ，全国での広範な得票という要件を加える新
制度が導入された。この（3）は，ケニアの全 8 州（当時）のうち 5 州以上
で25％以上得票していることを大統領選挙の当選要件とし，全国での得票数






































































































































挙投票日のわずか 2 カ月前に結成された NARC は，キバキ（Mwai Kibaki）を
統一候補として担ぎ上げ，独立以来の与党，KANU から政権を奪取するこ
とに成功した。主要野党のほとんどが参加し，KANU 分派も含めた14もの



























れたように，国内の広範な勢力を結集して KANU 政権を倒した NARC は，
当時，地域や民族を越えた新しい政治の象徴とされ，大同団結の政治が広く




































































組織したのは，1960年代に KANU や KPU を組織したキバキやオギンガ・オ
ディンガ（Oginga Odinga。オディンガの実父）たちであった。キバキのつくっ
た野党，民主党（Democratic Party of Kenya: DP）は，その基盤を富裕層や出身
地域の中央州北部とキクユ人に置いていたし，オギンガ・オディンガの民主

















　図 1 で示したように NARC は選挙後すぐに事実上分裂する。キバキ側政
治エリートの多くは中央州出身キクユ人と隣接する東部州のメル人，エンブ








































































































管理・選挙区独立委員会」（Independent Electoral and Boundaries Commission: 
IEBC）が設置された。IEBC は委員長と委員 8 人から成る 9 人で構成される
とされ，任命は，選考パネルが IEBC 委員長候補 3 人，委員候補13人まで絞






















































tions Act, 2011）は，図 2 に示したように，選挙で候補を公認したい政党は，





が不可能になることを意味する制度変更であった（Republic of Kenya 2011c）。
　具体的な日程に照らしてさらに見てみよう（図 2 ）。IEBC によって，











































同盟（The National Alliance: TNA），ルト（リフトバレー州出身，カレンジン人）
を擁立した連合共和党（United Republican Party: URP），ムダバディ（Musalia 
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Mudavadi。西部州出身，ルイヤ人）を擁立した連合民主フォーラム党（United 
Democratic Forum Party: UDF）は，いずれも2012年に初めて政党登録され，結
成そのものが新しく活動実績もなかった組織であった。政党登録後の2012年


























TNA 2012 中央州 キクユ





WDP ＊＊＊ （2005）2011＊＊＊ 東部州 カンバ
ムダバディ ODM UDF 2012 西部州 ルイヤ
（注）　＊ケニヤッタは，2007年大統領選挙では PNU 公認のキバキの支持を表明し，KANU は
独自の大統領候補を擁立しなかった。選挙後ケニヤッタは，連立政権で PNU 側国会
議員として入閣した。
　　＊＊ムシオカは，2007年大統領選挙では ODM と分裂して ODM ケニアを結成し，ODM
ケニア公認を受けて立候補した（ 3 位で落選）。選挙後ムシオカは，PNU のキバキ
支持を表明，キバキにより副大統領に任命された。
　＊＊＊WDP は，ODM ケニアの名称を変更する形で設立された。ODM ケニアは，2005年に
旧 ODM が ODM と ODM ケニアに分裂し，2007年大統領選挙でムシオカを公認候補
とした政党。（分裂で旧 ODM を離党し，新党として登録したのは ODM の側であっ
た。ムシオカは旧 ODM に残存した。ODM は2007年大統領選挙でオディンガを公認
候補とした。）
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長（National Chairman）というトップの地位に就いていたが，第 2 代モイ大
統領の実子ギデオン・モイ（Gideon Moi）との主導権争いが続き，2012年 3
月には事実上 KANU を離党する意向を表明し，この時期から KANU 全国執
行委員会（National Executive Conference）も欠席し始めた。ウフル・ケニヤッ
タはついに，全国委員長への再選をめざす意向はないとして，次期全国執行
委員を選出するために 4 月に実施された KANU 全国代表者会議（National 
Delegates Conference）をも欠席した（KANU の新しい全国委員長には，この会議
でギデオン・モイが選出された）。TNA の結成式が2012年 5 月に開催された際，
ウフル・ケニヤッタは KANU の離党と TNA への移籍を明言こそしなかった
ものの，メイン・スピーカーとして登場した。ウフル・ケニヤッタはさらに，









ていた（ODM 党首はオディンガであった）。2012年 3 月の時点でムダバディは，
地方レベルでの選挙を経た公認決定ができるよう ODM の政党規則を変更す
るよう求めるようになった。結局，オディンガがムダバディの主張に譲歩し，





















（Daily Nation, 28 May 2008; 17-20 July 2008）。
　ルトをはじめとする多くのリフトバレー州出身議員は，早期に ODM 内で
分派を形成し，強制移住政策というひとつの争点を越えて，ほとんどの争点
に関してオディンガ側と対立するようになった。2008年 6 月と 9 月に開催さ
れた国会議員補欠選挙では，ODM が公認候補を立てていたにもかかわらず，











2 月には農業大臣だったルトの停職処分を発表した（Daily Nation, 20 October 




















































則の提出期限（2012年 6 月半ば）をすでに過ぎてしまった2012年 6 月20日，
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国会では駆け込みで選挙法が改正された（図 3 ）。この改正により，政党に
よる公認決定の規則提出期限は，「公認期限の 6 カ月前まで」ではなく，「 3
カ月前（2012年10月半ば）まで」に後倒しされた。加えて，政党の公認を受
けるために党員になっていなければならない期限は，「公認期限
4 4 4 4
」からでは
なく，「総選挙投票日




の10月半ばから大きく遅れ，総選挙直前の2013年 1 月 4 日でよいとされたの




若年割当議席（ 2 人），障害者割当議席（ 2 人）が設けられて，いずれも政党
が公認候補名簿を作成するものとされた（2010年憲法第90条，97条，98条）。





















最低 3 カ月間は当該政党の党員でなければならないと定めていた（図 2 ，図










の45日前」でよいとする選挙法改正法案が採択された（Daily Nation, 28 De-












































































Nation, 21, 22 October 2012）。この時点での選挙協力では，その他の大統領候
補として名を連ねていたワマルワ（New Ford Kenya の公認を受ける意向を表明
していた。西部州出身，ルイヤ人）には国会与党代表（Majority leader）への就
任が約束され，その他選挙協力を申し出たとされるンギル（Charity Ngilu。東
部州出身，カンバ人，所属政党は NARC）とムワクウェレ（Chirau Ali Mwakwere。
海岸州出身，ミジケンダ人，所属政党は PNU）には上下両院の国会議長への就
































































ナイロビ 41 23  3  7  5 9 7
海岸州 51  9  2  4  1 2 28
ニャンザ州 76  6  0  1  1 3  9
リフトバレー州 23 24 33  1  3 3  9
北東部州 47 29  7  4  0 0  6
東部州 10 32  2 38  2 1  9
中央州  6 73  0  1  2 3  7





















































































































⑿　詳細は，憲法第88条，250条および，IEBC 法第 5 条，付則 1 を参照（Repub-
lic of Kenya 2010; 2011a）。
⒀　無所属候補の立候補について，詳細は，国会議員については2010年憲法第
85条，大統領については第137条（1）を参照されたい。















⒃　この補欠選挙は，PNU 国会議員 2 名の死亡（ 1 名は病死， 1 名は事故死し
た。 2 名ともウフル・ケニヤッタと同じキクユ人）によって空席となった国
会議席に対して行われた。選挙の結果， 2 議席とも TNA 候補が当選を果たし
た。
⒄　調査委員会の正式名称は「選挙後暴力調査委員会」（Commission of Inquiry 









⒆　 6 人は次の通り：外務副大臣オニョンカ（Richard Onyonka。所属政党は
PDP），協同組合副大臣キリモ（Linah Jebii Kilimo。所属政党は Kenda），ング
ギ（David Ngugi。所属政党はシシ・クワ・シシ［Sisi Kwa Sisi party］），ムト
ゥリ（Mwangi Barnabas Muturi，所属政党はシシ・クワ・シシ），ンブビ（通
称ソンコ。Kioko Mbuvi Gideon。所属政党は NARC ケニア。ンブビの場合は，
Narc ケニア執行部によって党籍が剥奪された），クング（Waibara Clement 
Kung’u。所属政党は PICK）。




　2012年10月に行われた選挙法改正は 2 回にわたり，紛らわしいが， 1 回目
の選挙（改正）法の正式名称は「The Elections（Amendment）Act, 2012」




（Republic of Kenya 2012c）であり，アイザック・ルト（Isaak Ruto）国会議員
による議員立法であった。アイザック・ルトは，リフトバレー州選出であり，
2002年国会議員選挙での選出時の公認政党は ODM だったが法案提出当時は
ODM を事実上離党しルトの率いた URP の活動に与していた。
　法案の正式名称は「The Statute Law（Miscellaneous Amendments）（No. 2） 
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Bill, 2012」，法案提出者はムイガイ司法長官であった（National Council for 





ば Gaitho（2012），Gekara（2012），Kariuki（2012）のほか，“Raila Warns Ruto, 
Uhuru on Hague” (Daily Nation, 6 November 2012)，“Election Politics: Uhuru and 
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CIPEV Commission of Inquiry into the Post 
Election Violence
選挙後暴力調査委員会
DP Democratic Party of Kenya 民主党
ECK Electoral Commission of Kenya ケニア選挙管理委員会
FORD Forum for Restoration of Democracy 民主主義復興フォーラム
IEBC Independent Electoral and Boundaries 
Commission
選挙管理・選挙区独立委員会
KADU Kenya African Democratic Union ケニア・アフリカ人民主同盟
KANU Kenya African National Union ケニア・アフリカ人全国同盟
KPU Kenya Peoples Union ケニア人民同盟
NARC National Rainbow Coalition 国民虹の連合
ODM Orange Democratic Movement オレンジ民主運動
ODM ケニア Orange Democratic Movement- Kenya オレンジ民主運動－ケニア
PNU Party of National Unity 挙国一致党
TNA The National Alliance 全国同盟
UDF United Democratic Forum Party 連合民主フォーラム党
UDM United Democratic Movement 連合民主運動






1963年 第 1 回総選挙実施。KANU が国会第一党。独立。KANU のケ
ニヤッタが初代首相に就任
1964年 野党 KADU の自主解散により，KANU が国会の全議席を独占。
憲法改正により大統領制に移行。ケニヤッタが初代大統領に就
任
1966年 KPU 結成。党首はオギンガ・オディンガ元副大統領。KPU 弾
圧をおもな目的とする離党規制の段階的導入開始
1969年 KPU 非合法化。第 2 回総選挙実施。KANU が国会の全議席を
独占。1960年代の改正内容を反映した新憲法（「1969年憲法」）
制定
1978年 ケニヤッタ初代大統領が病死。モイ第 2 代大統領が就任
1982年 憲法改正による KANU 一党制移行
1989～1991年 複数政党制の回復を求める民主化運動が国内で激化。オギン
ガ・オディンガらが FORD 結成。




1997年 第 8 回総選挙の実施。モイ大統領が再選，KANU が国会第一
党




2002年12月 第 9 回総選挙の実施。回復された複数政党制のもとでの第 3 回



















2012年 TNA 結成。URP 結成。UDF 結成
2012年 6 ～12月 選挙法の段階的改正
2013年 3 月 第11回総選挙の実施。2010年憲法のもとでの初回総選挙。初代
大統領の実子で TNA のウフル・ケニヤッタ大統領が当選。
ODM のオディンガ大統領候補は落選
（出所）　筆者作成。
付表 2 　つづき
